
 

２０２１（令和３）事業年度財務諸表の概要について 

 

 

2021（令和3）事業年度財務諸表等が、令和4年6月22日付で文部科学大臣から承認を受け

ましたので公表するとともに、決算の概要について説明します。 

 

 

１．貸借対照表 
（資産） 
 資産は、前年度比52億円（2.6％）（以下、特に断らない限り前年度比）増の2,079億円

となりました。主な要因は、その他の有形固定資産が船舶建造等により27億円増加したこ

とです。 

 
（負債） 
 負債は、26億円（3.3％）減の776億円となりました。主な要因は、資産見返負債が船舶

の完成に伴い建設仮勘定見返施設費が資本剰余金に振り替えられたこと等により21億円減

少したことです。 

 
（純資産） 
 純資産は、79億円（6.4％）増の1,303億円となりました。主な要因は、資本剰余金が船

舶建造等により51億円増加したことです。 
 

 

２．損益計算書 

（経常費用） 
 経常費用は21億円（2.6％）増の809億円となりました。診療経費が診療材料費等の増に

より12億円増加、また受託研究費が受託研究の受入増により3億円増加しています。 
 
（経常収益） 
 経常収益は35億円（4.4％）増の837億円となりました。附属病院収益が外来診療収益等

の増により18億円増加、また補助金等収益が補助金等の受入増により5億円増加しています。 
 
（当期総損益） 
 上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損0.6億円、また、臨時利益として

固定資産の除売却に伴う資産見返負債戻入0.2億円、運営費交付金収益1.5億円、施設費収

益0.1億円、受取保険金0.1億円、過年度損益修正益0.3億円、目的積立金取崩額0.6億円を

計上した結果、当期総利益は17億円（130.3％）増の30億円となりました。 

 

 

３．セグメント情報 

 大学セグメント（人文・人間科学系、社会科学系、自然科学系、生命・医学系、全学基

盤系等）の業務損益は、7億円（258.9％）増の10億円となりました。増加の主な要因は、



 

人件費の減少です。 

 附属病院セグメントの業務損益は、7億円（65.0％）増の18億円となりました。増加の主

な要因は、附属病院収益の増加です。 

 

 

４．目的積立金 

 令和 3 年度においては、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるため、3 億円

を使用しました。 
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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　　土地 83,884,939 

減損損失累計額 △374,960 83,509,979 

　　　　建物 119,880,086 

減価償却累計額 △70,677,717

減損損失累計額 △263,018 48,939,351 

　　　　構築物 7,906,363 

減価償却累計額 △3,928,295

減損損失累計額 △14,866 3,963,202 

　　　　機械装置 705,370 

減価償却累計額 △608,178 97,192 

　　　　工具器具備品 53,844,574 

減価償却累計額 △42,488,111 11,356,463 

　　　　図書 22,329,675 

　　　　美術品・収蔵品 760,904 

　　　　船舶 5,986,952 

減価償却累計額 △236,860 5,750,092 

　　　　車両運搬具 73,391 

減価償却累計額 △62,872 10,518 

　　　　建設仮勘定 348,027 

有形固定資産合計 177,065,403 

　２　無形固定資産

　　　　特許権 74,179 

　　　　借地権 75,000 

ソフトウェア 240,774 

著作権 50,698 

電話加入権 1,464 

産業財産権仮勘定 111,413 

無形固定資産合計 553,527 

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 1,049,255 

　　　　関係会社株式 10,000 

　　　　長期貸付金 2,610 

　　　　長期前払費用 8,611 

　　　　長期未収入金 88,301 

徴収不能引当金 △87,401 900 

　　　　出資金 50 

　　　　差入敷金・保証金 7,295 

　　　　預託金 130 

投資その他の資産合計 1,078,851 

固定資産合計 178,697,781 

Ⅱ　流動資産

　　　　現金及び預金 19,170,867 

　　　　未収学生納付金収入 118,017 

徴収不能引当金 △282 117,735 

　　　　未収附属病院収入 6,968,299 

徴収不能引当金 △3,993 6,964,306 

　　　　その他未収入金 1,990,392 

　　　　未収消費税等 117,618 

　　　　有価証券 36,364 

　　　　たな卸資産 32,972 

　　　　医薬品及び診療材料 719,882 

　　　　前渡金 35,475 

　　　　前払費用 37,565 

　　　　未収収益 38 

　　　　貸付金 1,230 

　　　　立替金 14,551 

流動資産合計 29,238,995 
資産合計 207,936,775 

貸　借　対　照　表
（令和4年3月31日）
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負債の部

　Ⅰ　固定負債

　　　　資産見返負債

資産見返運営費交付金等 9,001,722 

資産見返施設費 3,902 

資産見返補助金等 2,526,558 

資産見返寄附金 5,128,609 

資産見返物品受贈額 17,489,446 

建設仮勘定見返運営費交付金等 84,520 

建設仮勘定見返施設費 253,237 

その他の資産見返負債 54,222 34,542,215 

　　　　長期寄附金債務 2,610 

　　　　大学改革支援・学位授与機構債務負担金 1,543,419 

　　　　長期借入金 10,520,999 

　　　　退職給付引当金 746,039 

　　　　資産除去債務 127,093 

　　　　長期未払金 2,717,208 

固定負債合計 50,199,582 

Ⅱ　流動負債

　　　　預り補助金等 53,448 

　　　　寄附金債務 8,260,796 

　　　　前受受託研究費 1,393,158 

　　　　前受共同研究費 1,243,222 

　　　　前受受託事業費等 195,820 

　　　　前受金 389,773 

　　　　預り科学研究費補助金等 967,496 

　　　　預り金 931,057 
　　　　一年以内返済予定大学改革支援・学位
　　　　授与機構債務負担金 562,345 

　　　　一年以内返済予定長期借入金 1,993,400 

　　　　未払金 10,373,419 
　　　　未払費用 614,091 

　　　　賞与引当金 423,961 
流動負債合計 27,401,985 

負債合計 77,601,567 

純資産の部

　Ⅰ　資本金

　　　　政府出資金 121,751,563 

資本金合計 121,751,563 

Ⅱ　資本剰余金

　　　　資本剰余金 49,684,244 

　　　　損益外減価償却累計額（△） △48,419,009

　　　　損益外減損損失累計額（△） △633,580

　　　　損益外利息費用累計額（△） △7,803

資本剰余金合計 623,852 

Ⅲ　利益剰余金

　　　　前中期目標期間繰越積立金 2,460,916 

　　　　大学運営改善積立金 835,797 

　　　　積立金 1,639,595 

　　　　当期未処分利益 3,023,485 

　　　　（うち当期総利益　3,023,485千円）

利益剰余金合計 7,959,793 

純資産合計 130,335,209 
負債純資産合計 207,936,775 

2



（単位：千円）

経常費用

　業務費

　教育経費 3,252,492 

　研究経費 3,901,091 

　診療経費

　　　材料費 15,985,913 

　　　委託費 2,481,636 

　設備関係費 4,729,057 

　　　研修費 30 

　　　経費 1,939,600 25,136,235 

　教育研究支援経費 893,282 

　受託研究費 4,306,082 

　共同研究費 1,250,582 

　受託事業費等 1,009,737 

　役員人件費 144,069 

　教員人件費

　常勤教員給与 17,929,976 

　非常勤教員給与 624,556 18,554,532 

　職員人件費

　常勤職員給与 16,133,953 

　　非常勤職員給与 4,111,814 20,245,768 78,693,871 

　一般管理費 2,000,135 

　財務費用

　支払利息 180,140 

　　その他財務費用 2,706 182,846 

　雑損 11,052 

　経常費用合計 80,887,904 

経常収益

　運営費交付金収益 20,217,791 

　授業料収益 8,013,335 

　入学金収益 1,235,632 

　検定料収益 300,316 

　附属病院収益 37,560,098 

　受託研究収益 4,423,728 

　共同研究収益 1,286,937 

　受託事業等収益 1,060,733 

　補助金等収益 3,886,948 

　施設費収益 214,839 

　寄附金収益 1,959,681 

　資産見返負債戻入

　資産見返運営費交付金等戻入 567,202 

　資産見返施設費戻入 199 

　資産見返補助金等戻入 556,686 

　資産見返寄附金戻入 617,437 

　資産見返物品受贈額戻入 66,882 1,808,405 

　財務収益

　　受取利息 1,258 1,258 

　雑益

　研究関連収入 744,855 

　財産貸付料収益 328,347 

　宿舎貸付料収益 67,597 

　寄宿料収益 74,687 

　徴収不能引当金戻入 3,416 

　その他引当金戻入 1,773 

　その他雑益 505,115 1,725,790 

　経常収益合計 83,695,491 

経常利益 2,807,587 

損　益　計　算　書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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臨時損失

　固定資産除却損 59,707 59,707 

臨時利益

1,145 

14,865 

0 

9,106 

0 

145,078 

13,022 
7,374 

　固定資産売却益

　資産見返運営費交付金等戻入

　資産見返補助金等戻入

　資産見返寄附金戻入

　資産見返物品受贈額戻入

　運営費交付金収益

　施設費収益

　受取保険金

　過年度損益修正益 29,554 220,145 

当期純利益 2,968,025 

目的積立金取崩額 55,460 

当期総利益 3,023,485 
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（単位：千円）

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

        原材料、商品又はサービスの購入による支出 △31,019,949             

        人件費支出  △40,979,413             

        その他の業務支出 　 △2,004,156               

        運営費交付金収入 20,812,710                

        授業料収入 7,389,958                  

        入学金収入 1,195,786                  

        検定料収入 300,265                    

        附属病院収入 37,474,066                

        受託研究収入 4,831,202                  

        共同研究収入 1,614,490                  

        受託事業等収入 931,343                    

        補助金等収入 5,325,975                  

        寄附金収入 2,455,069                  

        その他の業務収入 1,744,857                  

        預り科学研究費補助金等の増減額 160,208                    

         小計  10,232,409                

        国庫納付金の支払額 -                             

     業務活動によるキャッシュ・フロー 10,232,409                

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

        定期預金の預入による支出 △11,900,000             

        定期預金の払戻による収入 16,900,000                

        有価証券の取得による支出 △1,009,346               

        有価証券の売却による収入 3,395,360                  

        有価証券の償還による収入 492,433                    

        有形固定資産の取得による支出 △8,209,698               

        無形固定資産の取得による支出 △110,818                 

        有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 5,000                       

        施設費による収入 4,269,488                  

         小計  3,832,419                  

        利息及び配当金の受取額 18,774                      

     投資活動によるキャッシュ・フロー 3,851,193                  

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

        リース債務の返済による支出 △1,050,334               

        大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △626,038                 

        割賦債務の返済による支出 △119,226                 

        長期借入金の返済による支出 △1,860,715               

      　長期借入金の借入による収入 1,372,242                  

         小計  △2,284,071               

        利息の支払額 △178,281                 

     財務活動によるキャッシュ・フロー △2,462,352               

 Ⅳ 資金増加額 11,621,250                
 Ⅴ 資金期首残高 4,849,617                  
 Ⅵ 資金期末残高 16,470,867                

キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
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（単位：千円）

Ⅰ　当期未処分利益 3,023,485 

　　　　当期総利益 3,023,485 

Ⅱ　積立金振替額 3,296,713 

　　　　前中期目標期間繰越積立金 2,460,916 

　　　　大学運営改善積立金 835,797 

Ⅲ　利益処分額

　　　　積立金 6,320,198 

利益の処分に関する書類

（令和４年６月２４日）
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 （単位：千円） 

 I 業務費用

（１） 損益計算書上の費用

業務費 78,693,871 

一般管理費 2,000,135 

財務費用 182,846 

雑損 11,052 

臨時損失 59,707 80,947,611 

（２） （控除）自己収入等

授業料収益 △8,013,335

入学金収益 △1,235,632

検定料収益 △300,316

附属病院収益 △37,560,098

受託研究収益 △4,423,728

共同研究収益 △1,286,937

受託事業等収益 △1,060,733

寄附金収益 △1,959,681

資産見返運営費交付金等戻入 △117,514

資産見返寄附金戻入 △617,437

財務収益 △1,258

財産貸付料収益 △328,347

宿舎貸付料収益 △67,597

寄宿料収益 △74,687

徴収不能引当金戻入 △3,416

その他引当金戻入 △1,773

その他の雑益 △505,115

臨時利益 △48,723 △57,606,326

業務費用合計 23,341,284 

 II 損益外減価償却相当額 2,165,499 

Ⅲ 損益外減損損失相当額 5,619 

Ⅳ 損益外有価証券損益相当額（確定） - 

Ⅴ 損益外有価証券損益相当額（その他） - 

Ⅵ 損益外利息費用相当額 524 

Ⅶ 損益外除売却差額相当額 △11,114

Ⅷ 引当外賞与増加見積額 5,662

Ⅸ 引当外退職給付増加見積額 46,514

Ⅹ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用
料による貸借取引の機会費用

156,818 

政府出資の機会費用 250,409 

無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引
の機会費用

- 407,227 

XI 国立大学法人等業務実施コスト 25,961,216 

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（重要な会計方針） 

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国      

立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月１０日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立

大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 令和２年１２月２４日

終改訂））を適用して、財務諸表を作成しています。 

 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

原則として、期間進行基準を採用しています。 

  なお、文部科学省の指定に従い「基幹運営費交付金（機能強化経費）」及び「特殊要因運営費交付

金」に充当される運営費交付金の一部については、業務達成基準あるいは費用進行基準を採用してい

ます。また、「国立大学法人神戸大学における運営費交付金及び授業料の収益化基準等に関する要

項」及び「国立大学法人神戸大学における運営費交付金及び授業料の収益化基準等に関する要項の取

扱について」に基づき学長の承認した法人内プロジェクト事業等については、業務達成基準を採用し

ています。 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

    定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の耐用年数は   

以下のとおりです。 

     建物         ６～４７年 

     構築物       １０～６０年 

     機械装置       ４～１７年 

     工具器具備品     ３～１５年 

     船舶         ４～１４年 

     車両運搬具      ４～ ６年 

    なお、受託研究等収入により購入した償却資産については、当該研究期間を耐用年数としていま

す。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）及び資産除去債務に対応する特定の除去

費用等（国立大学法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額

として資本剰余金から控除して表示しています。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて

償却しています。 

３．賞与引当金及び見積額の計上基準 

   賞与引当金は、翌事業年度の運営費交付金により財源措置がされない教職員への賞与の支出に備

えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上していま

す。 

  なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の賞

与見積額から前事業年度末の賞与見積額を控除して計算しています。 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

   役職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、退職給付に係る引当

  金は計上していません。ただし、一部の教職員については、当事業年度末における退職給付債務見込 
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額に基づき計上しています。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人

会計基準第８８第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上して

います。 

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権は

個別に回収可能性を勘案し、それぞれ回収不能見込額を計上しています。 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しています。 

（２）関係会社株式

移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しています。

（３）その他有価証券

時価法を採用しています。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 評価基準 低 価 法 

 評価方法 移動平均法 

 ただし、医薬品及び診療材料以外については、 終仕入原価法によっています。 

８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。 

９．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

不動産については近隣の賃貸借料もしくは各地方公共団体の条例における使用料算出基準等を参考

として、また、工具器具備品等については減価償却費相当額を賃料とみなして計算しています。 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

「国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」

（令和４年４月８日付け４文科高２８号）に基づき、０．２１０％で計算しています。 

（３）国からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

「国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」

（令和４年４月８日付け４文科高２８号）に基づき、０．２１０％で計算しています。 

10．リース取引の会計処理 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっています。 

リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっています。 

11．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 
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（貸借対照表注記） 

１．担保提供固定資産 

土地           6,242,560 千円 

建物             9,363,417 千円 

   債務残高 長期借入金   11,535,357 千円 

２．偶発債務 

保証債務         2,105,764 千円 

３．翌期の運営費交付金から充当されるべき引当外賞与の見積額        1,710,043 千円 

４．翌期以降の運営費交付金から充当されるべき引当外退職給付の見積額 16,081,230 千円 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書注記） 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金           19,170,867 千円 

定期預金        △ 2,700,000 千円 

資金期末残高        16,470,867 千円 

２．重要な非資金取引 

（１）現物寄附による固定資産の取得 

    現物寄附による有形及び無形固定資産の取得    601,772 千円 

    現物寄附による消耗品等の取得          328,337 千円 

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得         266,912 千円 

 

 

（国立大学法人等業務実施コスト計算書注記） 

 国または地方公共団体からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は、2,768 千円です。 

 

 

（減損会計の適用について） 

 減損を認識した固定資産に関する事項 

（１） 減損を認識した固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要 

         （単位：千円） 

減損を認識した 

固 定 資 産 
用途 場所 種類 

帳簿価額 

（令和３年度末帳簿価額） 

附属中等教育学校明石

校舎 
校舎用地 明石市山下町 土地 654,626  

山の街宿舎 職員宿舎 神戸市北区緑町 土地 12,100  

宝塚宿舎 職員宿舎 宝塚市武庫山 土地 112,000  

鈴蘭台合同宿舎 職員宿舎 
神戸市北区 

鈴蘭台西町 
土地 199,000  
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ひよどり台合同宿舎 職員宿舎 
神戸市北区 

ひよどり台 
土地 115,000  

工学部宿舎 職員宿舎 
神戸市灘区 

一王山町 
土地 42,338  

養正館 共用施設 
神戸市東灘区 

深江本町 

土地 206,860  

建物 0  

0  建物附属設備 0  

構築物 0  

 

（２） 減損の認識に至った経緯 

附属中等教育学校明石校舎用地は、平成３０年１月２３日学長制定「学生宿舎、職員宿舎及び附属

学校の機能移転及び集約化の基本方針」に基づき、当該土地は今後、使用しないという決定を行った

ため、減損を認識しております。 

山の街宿舎用地、宝塚宿舎用地、鈴蘭台合同宿舎用地、ひよどり台合同宿舎用地、工学部宿舎用地

は、平成２８年１２月６日学長制定「職員宿舎の整理統合に向けた基本方針について」に基づき、令

和２年３月３１日以降の特定の日から使用しないという決定を行いました。その後、用途廃止に伴

い、今後、使用する見込みがなくなったため、減損を認識しております。 

養正館は本学に来学する者の宿泊並びに本学職員の会議、研修及び福利厚生等に資するための施設

であり、その使用目的に沿った機能を有しているとともに維持管理を恒常的に行っておりますが、経

年による施設の老朽化や浴室・トイレの一部が男女共用というような設備面の問題等により、使用実

績が取得時に比べ著しく低下しており、将来的な稼働を確実に見込むに足りる計画が現段階では想定

されていないため、減損を認識しております。 

 

（３） 減損額の内訳 

        （単位：千円） 

減損を認識した 

固 定 資 産 
種類 

損益計算書 

計上額 

損益計算書 

非計上額 
計 

附属中等教育学校 

明石校舎 
土地 －  －  －  

山の街宿舎 土地 －  3,410  3,410  

宝塚宿舎 土地 －  －  －  

鈴蘭台合同宿舎 土地 －  －  －  

ひよどり台合同宿

舎 
土地 －  －  －  

工学部宿舎 土地 －  －  －  
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（４） 回収可能サービス価額の算定方法 

附属中等教育学校明石校舎、宝塚宿舎、鈴蘭台合同宿舎、ひよどり台合同宿舎、工学部宿舎の土地

については、回収可能サービス価額として正味売却価額を採用し、鑑定評価額に対して基準地価格及

び地価公示価格の推移による時点修正を行った額を正味売却価額として算定しております。 

山の街宿舎及び養正館の土地については、回収可能サービス価額として正味売却価額を採用し、鑑

定評価額を正味売却価額として用いております。また養正館の建物等については、売却価値を有して

いないため正味売却価額を０円とし、また、使用価値相当額も合理的に算定できないため、備忘価額

（１円）を回収可能サービス価額として用いております。 

 

減損の兆候が認められた固定資産に関する事項 

（１） 減損の兆候が認められた固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要 

        （単位：千円） 

減損の兆候が 

認められた固定資産 
用途 場所 種類 

帳簿価額 

（令和３年度末帳簿価額） 

教室棟 教育 
神戸市灘区鶴

甲 

建物・建物附属

設備・構築物 
76,930  

プール 教育 明石市山下町 
建物・建物附属

設備・構築物 
 20,937  

体育館・福利厚生棟 
教育・福

利厚生 

神戸市東灘区

深江南町 

建物・建物附属

設備 
85,001  

実習施設 
教育・研

究 

南あわじ市松

帆古津路 

建物・建物附属

設備・構築物 
118,060  

教育機器 教育 
神戸市東灘区

深江南町 
機械装置 582  

会議室・食堂 共用施設 
神戸市灘区六

甲台町 

建物・建物附属

設備・構築物 
76,955  

講堂 
教育・研

究 

神戸市灘区六

甲台町 

建物・建物附属

設備・構築物 
72,642  

サテライトオフィス 教育 
東京都千代田

区有楽町 

建物・建物附属

設備 
1,315  

学生寮 集合住宅 
神戸市灘区高

尾通 

建物・建物附属

設備・構築物 
209,156  

養正館 

土地 －  －  －  

建物 －  

－  

－  

2,208  

－  

2,208  建物附属設備 －  1,761  1,761  

構築物 －  447  447  
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学生寮 集合住宅 
神戸市東灘区

住吉山手 

建物・建物附属

設備・構築物 
193,665  

学生寮 集合住宅 
神戸市東灘区

本山南町 

建物・建物附属

設備・構築物 
1,506  

留学生宿舎・研究者

宿舎 
集合住宅 

神戸市中央区

港島中町 

建物・建物附属

設備・構築物 
490,963  

留学生宿舎 集合住宅 
神戸市東灘区

本山南町 

建物・建物附属

設備・構築物 
293,148  

 

（２） 認められた減損の兆候の概要 

教室棟 外 12 件について、新型コロナウイルス感染症の影響等により稼働率が著しく低下してお

り、建物等について減損の兆候が認められています。 

 

（３） 減損の認識に至らなかった理由 

新型コロナウイルス感染症の影響等による一時的な使用実績の低下であり、本学における令和４年

度の授業実施方針では、感染防止対策を徹底したうえで、対面での授業を中心に行う予定であること

等、今後新型コロナウイルス感染症収束に伴い、稼働率が回復する見込みであるため、減損の認識に

は至りませんでした。 

 

翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産に関する事項 

（１） 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要 

        （単位：千円） 

使用しないという決

定を行った固定資産 
用途 場所 種類 

帳簿価額 

（令和３年度末帳簿価額） 

五宮宿舎 職員宿舎 
神戸市兵庫区

五宮町 

土地 66,800  

 69,588  
建物・建物附属

設備・構築物 
2,788  

踊松宿舎 職員宿舎 
神戸市東灘区

深江本町 

土地  161,370  

 165,455  
建物・建物附属

設備・構築物 
4,085  

北青木合同宿舎 職員宿舎 
神戸市東灘区

北青木 

土地 440,530  

 500,168  
建物・建物附属

設備・構築物 
59,638  

赤塚山第二合同宿舎 職員宿舎 
神戸市東灘区

住吉山手 

建物・建物附属

設備・構築物 
108,418  

学而荘 共用施設 
神戸市灘区深

田町 

土地 88,710  

     104,703  
建物・建物附属

設備・構築物 
15,993  
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（２）使用しなくなる日 

 

使用しないという決定を行った固定資産 使用しなくなる日 

五宮宿舎 

踊松宿舎 
令和５年３月３１日以降を予定 

北青木合同宿舎 

赤塚山第二合同宿舎 
令和９年３月３１日以降を予定 

学而荘 令和４年４月１日以降を予定 

 

（３）使用しないという決定を行った経緯及び理由 

五宮宿舎、踊松宿舎、北青木合同宿舎、赤塚山第二合同宿舎は本学の教職員の福利厚生に資する役

割を有し、学而荘は本学の非常勤講師等の宿泊並びに本学の会議、研修及び福利厚生等に資する役割

を有しておりますが、分散化・老朽化による維持管理費の増加や稼働率が減少傾向にあること等か

ら、本学が所有する職員宿舎等の有効活用や集約化を検討した結果、令和４年３月２９日学長制定

「学生宿舎、職員宿舎等の活用基本方針」に基づき、特定の日から使用しないという決定を行いまし

た。 

 廃止対象宿舎等については、今後の有効活用方策を検討中であり、使用しなくなる日までは、引

き続き職員宿舎等として維持管理を行うこととなるため、減損の認識には至りませんでした。 

 

 （４）将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額 

   五宮宿舎、踊松宿舎、北青木合同宿舎、赤塚山第二合同宿舎は入居者の退去が完了し、廃止の時期

が決定した時点で、また学而荘は使用を取り止め、廃止の時期が決定した時点で、帳簿価額、回収可

能サービス価額及び減損額の見込額を算出します。 

 

 

（重要な債務負担行為） 

件  名 契約期間 契約金額 

高度スマート空調装置 
令和 4 年 2 月 22 日 

 ～令和 4 年 6 月 30 日 

117,370 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 117,370 千

円） 

教務システム 
令和 4 年 9 月 1 日 

 ～令和 10 年 8 月 31 日 

183,982 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 183,982 千

円） 

神戸大学キャンパス間接続用アクセス回線 
令和 4 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

48,930 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 48,930 千円） 

神戸大学（六甲台２）自然科学系図書館改

修その他工事 

令和 3 年 12 月 24 日 

 ～令和 4 年 11 月 30 日 

427,900 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 256,740 千

円） 

神戸大学（六甲台２）自然科学系図書館改

修その他機械設備工事 

令和 3 年 12 月 22 日 

 ～令和 4 年 11 月 30 日 

109,780 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 65,880 千円） 
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神戸大学（六甲台２）自然科学系図書館改

修その他電気設備工事 

令和 3 年 12 月 21 日 

 ～令和 4 年 11 月 30 日 

61,490 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 61,490 千円） 

図書館システム賃貸借 
令和 4 年 9 月 1 日 

 ～令和 10 年 8 月 31 日 

238,392 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 238,392 千

円） 

「色素性乾皮症(XP)のサンバーン増強型患

者を対象としたメラトニンの有効性および安

全性を評価する多施設共同二重盲検プラセ

ボ対照２群間クロスオーバー試験およびメ

ラトニン長期投与オープン試験」に係る業務 

令和 3 年 12 月 8 日 

 ～令和 6 年 6 月 30 日 

75,084 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 43,998 千円） 

バイブレーン血管撮影装置保守点検業務 

独国ｼｰﾒﾝｽ社製 ARTIS-icono 

令和 4 年 4 月 1 日 

 ～令和 9 年 3 月 31 日 

109,956 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 109,956 千

円） 

磁気共鳴画像撮影装置保守点検業務 米

国 GE 社製 SIGNA 

令和 4 年 4 月 1 日 

 ～令和 9 年 3 月 31 日 

324,918 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 324,918 千

円） 

遠隔操作型手術システム(hinotori)保守点

検業務 メディカロイド㈱製 ST010380 他 

令和 4 年 4 月 1 日 

 ～令和 8 年 3 月 31 日 

44,000 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 44,000 千円） 

神戸大学楠団地他設備維持保全業務 
令和 4 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

1,670,724 千円（うち翌事業年

度以降支払予定額 1,670,724

千円） 

神戸大学医学部附属病院立体駐車場運営

管理業務 

令和 4 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

125,532 千円（うち翌事業年度

以降支払予定額 125,532 千

円） 

 

 

（法人移行時に係る固有の会計処理等の注記） 

１．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物・建物附属設備・構築物等の時価評価等により、借入金

見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

    附属病院に関する借入金の元金償還額の累計          41,035,008 千円 

    当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計        39,640,593 千円 

    利益剰余金に与える影響額（差引き）              1,394,415 千円 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受  

贈額戻入が二重になっていることによるもの 

 法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に

分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計          925,988 千円 

（３）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国から  

の出資でなく譲与としたことによるもの              731,758 千円 

（４）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国  

からの出資でなく譲与としたことによるもの            433,417 千円 

合計   3,485,577 千円 

２．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物・建物附属設備・構築物等の時価評価等により、借入金

見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 
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    附属病院に関する借入金の元金償還額     2,426,933 千円 

    当該借入金により取得した資産の減価償却費          1,641,977 千円 

    当期総利益に与える影響額（差引き）                784,956 千円 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈

額戻入が二重になっていることによるもの 

  法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費

に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額         － 千円 

                            合計    784,956 千円 

 

 

（金融商品の時価等の注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

  当法人は、資金運用については、預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達について

は大学改革支援・学位授与機構及び民間金融機関からの借入れにより調達しています。 

  資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４７条及び国

立大学法人法第３４条の３の規定に基づき、公債及び社債を保有しており株式等は保有していません。

なお、当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含していますが、国立

大学法人神戸大学資金運用管理規程に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況を監視する資

金運用管理委員会に報告しています。 

 未収附属病院収入は、国立大学法人神戸大学債権管理及び収入事務取扱要領並びに国立大学法人神戸

大学医学部附属病院未収金管理基準に沿ってリスク管理を行っています。 

  大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は、附属病院及び学生寄宿舎の整備資

金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しています。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

  なお、重要性の乏しいものは、次表には含めていません。 

   （単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額(*1) 
時価（*1） 

差額（*1） 
(時価－貸借対照表計上

額) 

(1) 投資有価証券及び有価証券    

   満期保有目的の債券 

  その他有価証券 

1,049,255  

36,364  

1,035,993  

36,364  

△13,262  

－  

(2) 現金及び預金 19,170,867  19,170,867  －  

(3) 未収附属病院収入及び長期未

収入金 
7,056,599    

    徴収不能引当金 (*2) △91,394    

 6,965,206  6,965,206  －  

(4) 大学改革支援・学位授与機構

債務負担金 
 (2,105,764) (2,153,748) (47,984) 

(5) 長期借入金 (12,514,399) (12,829,117) (314,718) 

(6) 未払金 (*3) (9,484,799) (9,484,799) －  

  (*1) 負債に計上されているものについては、( )で示しています。 
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  (*2) 未収附属病院収入及び長期未収入金に計上している徴収不能引当金を控除しています。 

  (*3) 貸借対照表上に計上している未払金のうち、リース債務を除いています。 

 

 （注 1）金融商品の時価の算定方法 

  (1) 投資有価証券及び有価証券 

    これらの時価について、取引金融機関から提示された価額によっています。 

   (2) 現金及び預金並びに(3) 未収附属病院収入及び長期未収入金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。なお、長期未収入金のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額等

により、時価を算定しています。 

  (4) 大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び(5) 長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定しています。 

  (6) 未払金 

    短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

 （注２）新株予約権（貸借対照表計上額0千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理

的に見積もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（1）投資有価

証券及び有価証券」には含んでおりません。 

 （注３）関係会社株式（貸借対照表計上額10,000千円）は、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「（1）投資有価証券及び有価証券」には含んでおりません。 

 

 

（退職給付に係る注記） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しています。 

当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及

び退職給付費用を計算しています。 

ただし、一部の役職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、退職

給付に係る引当金は計上していません。 

２． 確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金       670,561 千円 

退職給付費用                            130,141 千円 

退職給付の支払額             54,663 千円 

期末における退職給付引当金       746,039 千円 

（２）退職給付に関連する損益 

    簡便法で計算した退職給付費用            130,141 千円 

 

 

（賃貸等不動産の時価等に関する注記） 

 当法人は、兵庫県内において賃貸等不動産を保有していますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい

ため、注記を省略しています。 
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（資産除去債務の注記） 

１．資産除去債務の内容 

本学建物にアスベストを含有するものがあり、石綿障害予防規則等に基づく建物のアスベスト処理

費用です。 

２．支出発生までの見込期間、適用した割引率等 

  使用見込み期間を契約期間及び残存耐用年数にもとづき見積もり、割引率は期間に応じた長期国債 

利回りを使用しています。 

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容 

変動の内容 当事業年度における総額の増減 

当事業年度期首残高 126,569 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 千円 

その他 524 千円 

当事業年度末 127,093 千円 

４．貸借対照表に計上していない資産除去債務の内容、債務を合理的に見積もることができない理由 

本学は建物内で放射線物質を使用しており、放射線廃棄物として廃棄処分することが義務付けられていま

す。しかし、汚染状況の検査結果により除染作業等を行うこととなるため、将来の資産除去債務を合理的に

見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務は計上していません。 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

 

（その他） 

金額の端数処理は、項目毎に四捨五入を行っているため、合計額と合致しない場合があります。 
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（単位：千円）

当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物 70,670,068 612,380 96,037 71,186,411 42,384,272 1,818,043 247,796 - - 28,554,344 

構築物 5,480,087 496,703 14,041 5,962,748 2,955,017 192,197 10,825 - 447 2,996,907 

機械装置 294,824 - - 294,824 263,126 30,867 - - - 31,697 

工具器具備品 3,046,978 136,527 260,022 2,923,482 2,595,121 88,387 - - - 328,362 

船舶 342,050 5,757,348 239,700 5,859,698 136,620 34,270 - - - 5,723,078 

計 79,834,007 7,002,957 609,801 86,227,163 48,334,155 2,163,764 258,620 - 447 37,634,388 

建物 47,906,989 822,611 35,925 48,693,675 28,293,446 1,643,727 15,223 - 1,761 20,385,007 

構築物 1,883,196 60,418 - 1,943,615 973,278 78,435 4,041 - - 966,295 

機械装置 404,913 10,061 4,428 410,547 345,052 16,520 - - - 65,495 

工具器具備品 47,885,748 4,677,923 1,642,580 50,921,091 39,892,990 3,882,081 - - - 11,028,101 

図書 22,266,503 172,254 109,081 22,329,675 - - - - - 22,329,675 

船舶 118,911 11,869 3,526 127,254 100,240 5,296 - - - 27,014 

車両運搬具 66,973 10,142 3,724 73,391 62,872 4,442 - - - 10,518 

計 120,533,234 5,765,277 1,799,263 124,499,248 69,667,878 5,630,500 19,264 - 1,761 54,812,105 

土地 83,884,939 - - 83,884,939 - - 374,960 - 3,410 83,509,979 

美術品・収蔵品 758,148 2,756 - 760,904 - - - - - 760,904 

建設仮勘定 3,331,594 341,430 3,324,998 348,027 - - - - - 348,027 

計 87,974,681 344,186 3,324,998 84,993,870 - - 374,960 - 3,410 84,618,910 

土地 83,884,939 - - 83,884,939 - - 374,960 - 3,410 83,509,979 

建物 118,577,058 1,434,991 131,962 119,880,086 70,677,717 3,461,770 263,018 - 1,761 48,939,351 (注１）

構築物 7,363,283 557,121 14,041 7,906,363 3,928,295 270,632 14,866 - 447 3,963,202 

機械装置 699,737 10,061 4,428 705,370 608,178 47,387 - - - 97,192 

工具器具備品 50,932,727 4,814,449 1,902,602 53,844,574 42,488,111 3,970,468 - - - 11,356,463 (注２）

図書 22,266,503 172,254 109,081 22,329,675 - - - - - 22,329,675 

美術品・収蔵品 758,148 2,756 - 760,904 - - - - - 760,904 

船舶 460,961 5,769,217 243,226 5,986,952 236,860 39,566 - - - 5,750,092 （注３）

車両運搬具 66,973 10,142 3,724 73,391 62,872 4,442 - - - 10,518 

建設仮勘定 3,331,594 341,430 3,324,998 348,027 - - - - - 348,027 

計 288,341,922 13,112,421 5,734,062 295,720,281 118,002,034 7,794,264 652,844 - 5,619 177,065,403 

ソフトウェア 86,938 2,746 - 89,684 84,854 1,139 - - - 4,830 

計 86,938 2,746 - 89,684 84,854 1,139 - - - 4,830 

特許権 197,367 25,414 35,495 187,286 113,108 16,453 - - - 74,179 

ソフトウェア 907,207 81,623 36,700 952,130 716,186 126,704 - - - 235,944 

計 1,104,574 107,037 72,195 1,139,416 829,294 143,156 - - - 310,122 

借地権 75,000 - - 75,000 - - - - - 75,000 

著作権 50,698 - - 50,698 - - - - - 50,698 

電話加入権 1,464 - - 1,464 - - - - - 1,464 

産業財産権仮勘定 122,866 28,712 40,165 111,413 - - - - - 111,413 

計 250,027 28,712 40,165 238,574 - - - - - 238,574 

特許権 197,367 25,414 35,495 187,286 113,108 16,453 - - - 74,179 

借地権 75,000 - - 75,000 - - - - - 75,000 

ソフトウェア 994,145 84,369 36,700 1,041,813 801,040 127,842 - - - 240,774 

著作権 50,698 - - 50,698 - - - - - 50,698 

電話加入権 1,464 - - 1,464 - - - - - 1,464 

産業財産権仮勘定 122,866 28,712 40,165 111,413 - - - - - 111,413 

計 1,441,539 138,494 112,360 1,467,674 914,147 144,295 - - - 553,527 

投資有価証券 3,319,751 570,920 2,841,417 1,049,255 - - - - - 1,049,255 （注４）

関係会社株式 10,000 - - 10,000 - - - - - 10,000 

長期貸付金 2,460 570 420 2,610 - - - - - 2,610 

長期前払費用 4,839 6,801 3,029 8,611 - - - - - 8,611 

長期未収入金 89,043 666 1,408 88,301 - - - - - 88,301 

徴収不能引当金 △88,743 1,408 66 △87,401 - - - - - △87,401 

出資金 50 - - 50 - - - - - 50 

差入敷金・保証金 7,442 - 148 7,295 - - - - - 7,295 

預託金 87 244 200 130 - - - - - 130 

計 3,344,929 580,610 2,846,688 1,078,851 - - - - - 1,078,851 

当期増加額の主な内容は、以下のとおりです。
(注１）明石地区の附属幼稚園園舎等改修工事において、建物 229,964千円
　　　　六甲台2地区の自然科学総合研究棟３号館等空調設備改修工事において、建物 207,288千円
　　　　楠地区の附属病院多用途型トリアージスペース整備事業において、建物 155,210千円
(注２）診療目的による取得 2,386,948千円（うち、リースによる取得 101,217千円）
　　　  教育研究目的による取得 1,308,260千円（うち、リースによる取得 143,695千円）
　　　  受託研究等目的による取得 1,031,109千円（うち、リースによる取得 22,000千円）
（注３）練習船の取得 5,762,848千円

当期減少額の主な内容は、以下のとおりです。
（注４）投資有価証券の売却 2,831,602千円

減損損失累計額  差引当期末残
高

 当　期
減少額

（１）　固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８４ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」
（１）　による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

摘　要
 期　末
残　高

減価償却累計額

投資その他の資産

資産の種類
 期　首
残　高

 当　期
増加額

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無形固定資産
（特定償却資産）

有形固定資産
（特定償却資産）

有形固定資産
（特定償却資産以外）

有形固定資産
（非償却）

無形固定資産
（非償却）

無形固定資産
（特定償却資産以外）

1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



（12）　資産除去債務の明細 （単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

108,023 524 - 108,547 基準第９１の特定有

18,546 - - 18,546 基準第９１の特定無

126,569 524 - 127,093 

 

区　　　分

計

法令にもとづくアスベスト処理費用

 

法令にもとづくアスベスト処理費用
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（17）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（17）－１　運営費交付金債務 （単位：千円）

運営費交付金
収益

資産見返運
営費交付金

建設仮勘定見返
運営費交付金

資本剰余金 小　計

平成28年度 0 - 0 - - - 0 - 

平成29年度 0 - 0 - - - 0 - 

平成30年度 138 - 138 - - - 138 - 

令和元年度 - - - - - - - - 

令和2年度 460,711 - 155,730 294,531 10,450 - 460,711 - 

令和3年度 - 20,812,710 20,164,760 571,259 76,691 - 20,812,710 - 

合　計 460,849 20,812,710 20,320,628 865,790 87,141 - 21,273,559 - 

（注）前期以前に建設仮勘定に振り替えたもののうち、建物完成後、運営費交付金収益に振り替えた31,490千円は含めていません。

（注）前期以前に産業財産権仮勘定に振り替えたもののうち、査定後、運営費交付金収益に振り替えた10,751千円は含めていません。

（注）当期振替額の運営費交付金収益には、国立大学法人会計基準注解56第3項の規定に基づき、臨時利益に計上した金額を145,078千円含めています。

期末残高交付年度 期首残高
 交付金

当期交付額

当期振替額
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（17）－２　運営費交付金収益 （単位：千円）

業務等区分
平成28年度

交付分
平成29年度

交付分
平成30年度

交付分
令和元年度

交付分
令和2年度

交付分
令和3年度

交付分
合　　計 摘　要

期間進行基準 - - - - - 18,007,409 18,007,409 

業務達成基準 - - - - 51,091 595,573 646,664 

費用進行基準 - - - - 104,639 1,416,837 1,521,477 

基準第７８第３項
による振替額

0 0 138 - - 144,940 145,078 

合　　　計 0 0 138 - 155,730 20,164,760 20,320,628 

（注）前期以前に建設仮勘定に振り替えたもののうち、建物完成後、運営費交付金収益に振り替えた31,490千円は含めていません。

（注）前期以前に産業財産権仮勘定に振り替えたもののうち、査定後、運営費交付金収益に振り替えた10,751千円は含めていません。

（注）国立大学法人会計基準第78第3項の規定に基づき、運営費交付金債務の残高を全額収益に振り替えています。
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（27）関連公益法人等の概況

(1)関連公益法人等の概要

法人名称 業務の概要 当法人との関係

代表理事 河端　俊典（理事・副学長） 理事 木戸　良明（理事・副学長）

理事 奥村　弘（理事・副学長） 監事 松尾　貴巳（副学長）

代表取締役　三宅　秀昭（特命准教授） 取締役 山本　一彦（教授）

取締役　　　　忽那　憲治（教授） 取締役 松尾　貴巳（副学長）

監査役　　　　桑山　斉

代表取締役社長 坂井　貴行（教授） 代表取締役副社長 石田　政隆

取締役副社長 大津賀　伝市郎（特命教授） 取締役 河端　俊典（理事・副学長）

取締役 喜多　隆（副学長） 監査役 林　絹子（監事）

監査役 松尾　貴巳（副学長）

会長 山崎　峰夫（特命教授） 副会長 宮地　千尋

副会長 竹山　宜典（講師） 副会長 川合　宏哉（客員教授）

常務理事 児玉　裕三（教授） 理事 秋末　敏宏（教授）

理事 大林　良和 理事 岡村　雅雄

理事 黒田　大介（准教授） 理事 大西　祥男

理事 木戸　良明（理事・副学長） 理事 謝　紹東

理事 藤岡　由夫（講師） 理事 中村　誠（教授）

監事 前田　盛（教授） 監事 奥町　冨久丸

理事長 平石　寛治（事務部長） 常務理事 足立　久司（研究支援課長）

理事 長谷川　泰子（副看護部長） 理事 大島　道子

評議員 守殿　貞夫（名誉教授・病院長） 評議員 藤原　由佳（看護部長）

評議員 味木　徹夫（教授） 監事 田中　正明

監事 神澤　良明（医療技術部長）

　

　

　 　 　

代表理事　 沖村　孝（名誉教授）

理事 森川　英典（教授）

理事長 杉村　和朗（教授） 副理事長 小西　淳也（特命准教授）

理事 藤井　正彦（准教授） 理事 村上　卓道（教授）

理事 飛田　政仁 理事 藤原　卓夫

理事 沼田　光弘 監事 杉本　幸司（特命教授）

代表理事 谷川　薫 理事 片山　誠一（名誉教授）

理事 佐藤　隆広（教授） 理事 西谷　公孝（教授）

監事 村尾　哲朗 監事 榎本　正博（教授）

（注）役員の氏名欄（　）書きは当法人における現職名又は最終職名

公益財団法人
兼松貿易研究基金

　貿易および国際経済に関する研究の奨励・助成を行うこと
により、経済の発展に寄与することを目的とする。上記の目的
を達成するため、次の事業を行う。
１．貿易及び国際経済に関する研究の公開セミナーの開催
２．経済学・経営学・会計学を専攻する全国の大学院生を対
象とする懸賞論文の募集

関連公益法人等

一般財団法人
建設工学研究所

　建設工学及び建設技術に関する研究調査を行い、あわせ
て建設工学及び建設技術の研究を助成し、もってその学術的
発展を図り、安全で安心な都市及び地域の創造に寄与するこ
とを目的とする。上記の目的を達成するため、次の事業を行
う。
１．建設工学に関する研究開発及び技術開発
２．神戸大学の建設工学及び建設技術の研究に対する助成
３．建設工学及び建設技術に関する文献の刊行及び知識の
普及
４．建設工学及び建設技術に関する研究及び調査の受託又
は委託
５．その他上記目的を達成するために必要な事業

関連公益法人等

特定非営利活動法人
神戸画像診断支援センター

　地域住民と地域で従事する医師に対して、遠隔医用画像診
断の支援やその活用に関する事業を行い、地域医療の質向
上に寄与することを目的とする。上記の目的を達成するため、
次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。
１．保健、医療又は福祉の増進を図る活動
２．社会教育の推進を図る活動
３．情報化社会の発展を図る活動
４．科学技術の振興を図る活動

関連公益法人等

役員の氏名（令和４年３月３１日現在）

一般社団法人
神緑会

　疾病に関する調査研究及び医学知識の啓発・普及を行うと
ともに、神戸大学医学部はじめ教育研究機関における医学の
教育・研究及び学術交流の振興を図り、もって医学の教育・
研究の発展向上及び学術の発展に寄与することを目的とす
る。上記の目的を達成するため次の事業を行う。
１．地域における疾病並びに医療等に関する研究調査及び医
学知識の普及への協力
２．学術講演会、研究セミナー等の開催
３．大学等教育研究機関における医学に関する教育、研究活
動及び学術交流に対する援助
４．会誌、研究成果等の発行
５．神戸大学医学部卒業生名簿及び神緑会会員名簿の発行
及び頒布
６．神戸大学医学部に対する援助
７．その他前条の目的を達成するために必要な事業

関連公益法人等

一般社団法人
神戸大学科学技術アントレプ
レナーシップ基金

　次の事業を行うことを目的とする。
１．株式会社科学技術アントレプレナーシップへの出資を通じ
た国立大学法人神戸大学に関連するベンチャー企業育成の
ための間接的な投資事業
２．国立大学法人神戸大学における教育及び学術研究活動
に対する支援事業
３．その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業

　次の事業を営むことを目的とする。
１．企業・団体等の事業計画及び業務計画に関する調査、企
画及び立案
２．企業・団体等の経営に関するコンサルタント業
３．企業・団体等のＭ＆Ａに関するアドバイザリー業
４．企業・団体等の経営に関する調査及び研究
５．企業・団体等の経営に関する教育、出版及びセミナーの
開催
６．有価証券等の投資及び運用、並びにファンドの運用
７．前各号に付帯する一切の業務

特定関連会社

関連公益法人等

株式会社
科学技術アントレプレナー
シップ

株式会社
神戸大学イノベーション

　次の事業を営むことを目的とする。
１．産業財産権、大学等の研究に関する著作権等の知的財
産権、研究成果及び技術ノウハウ等の知的財産に関する情
報の収集・調査・分析・評価・提供に関する業務
２．前号の知的財産権等の譲受及び譲渡、譲受した知的財
産権等の権利出願、維持、管理及びこれらの実施契約の締
結に関する業務
３．研究開発に伴う技術指導、共同研究及び受託研究等の斡
旋仲介に関する業務
４．会社の設立及び経営等の助言に関する業務
５．株式及び有価証券の保有に関する業務
６．施設の運営に関する業務
７．研究開発成果の普及に関する業務
８．前各号に附帯関連する一切の業務

特定関連会社

業務執行理事　　澁谷　啓（教授）

監事                 渡邉　康夫

一般財団法人
慈恵団

　国立大学法人神戸大学医学部及び同附属病院における医
学研究の奨励助成、病院運営に対する助成、患者の支援並
びに患者、職員及び学生に対する便宜供与等に関する事業
を行い、もって医学の振興に寄与することを目的とし、この目
的を達成するため次の事業を行う。
１．医学研究の奨励助成
２．病院運営に対する助成
３．患者支援に関する事業
４．職員及び学生の学事研修等の助成
５．患者、職員、学生等の必需品の販売及び貸付並びに役務
の提供
６．保険薬局
７．その他この法人の目的を達成するために必要な事業

関連公益法人等
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特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と当法人との取引の関連図

国立大学法人
神戸大学

公益財団法人
兼松貿易研究基金

特定非営利活動法人
神戸画像診断支援センター

一般社団法人
神戸大学科学技術アントレプレナーシップ基金

　出資

株式会社
神戸大学イノベーション

一般社団法人　神緑会

一般財団法人　慈恵団

一般財団法人　建設工学研究所

株式会社
科学技術アントレプレナーシップ

財産貸付料収入

財産貸付料収入・寄附金

財産貸付料収入・寄附金

消耗品費・会議費等

財産貸付料収入・寄附金

寄附金

財産貸付料収入

学術相談料収入・共同研究費・寄附金

出資・委託費
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(2)特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

●一般社団法人神戸大学科学技術アントレプレナーシップ基金 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

23,663 22 23,641 - - - - - - - - - - （注1）

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

0 - 0 238 - 216 22 △238 △1,191 △1,429 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - - - - 25,070 25,070 23,641 

●株式会社科学技術アントレプレナーシップ （単位：千円）

55,107 3,128 51,978 21,059 5,086 3,750 

●株式会社神戸大学イノベーション （単位：千円）

49,350 17,399 31,951 148,015 21,443 15,254 

●一般社団法人神緑会 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

63,867 206 63,661 - - - - - - - - - - （注1）

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

29,485 - 29,485 26,749 17,569 9,179 - 2,736 60,926 63,661 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - - - 63,661 

●一般財団法人慈恵団 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

759,878 270,605 489,273 1,561,128 1,540,657 20,471 7,010 5,372 1,638 - 14,231 △14,231 7,878 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

1,561,128 - 1,561,128 1,563,614 1,541,750 21,742 122 △2,486 488,758 486,273 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - 3,000 3,000 489,273 

指定正味
財産

期首残高

一般正味財産増減の部

指定正味
財産

期末残高

売上高

資　産 負　債
事業活動収支の部 投資活動収支の部 財務活動収支の部

正味財産

収　益 費　用 当期増減額
収益の内訳 費用の内訳

指定正味財産増減の部

収　益

費　用

当期増減額
一般正味

財産
期首残高

負　債
資本金
及び

剰余金
売上高 経常損益

経常損益

収益の内訳

指定正味
財産

期首残高

収益の内訳 費用の内訳

当期純損益 備考

一般正味財産増減の部

備考資　産 負　債
事業活動収支の部 投資活動収支の部 財務活動収支の部

正味財産
当期

収支差額

負　債

当期増減額
一般正味

財産
期首残高

一般正味財産増減の部

収　益 費　用
一般正味

財産
期末残高

収益の内訳

資　産

収　益

基金増減の部

当期増減額
基金

期首残高
基金

期末残高

費用の内訳

指定正味
財産

期末残高

備考

指定正味財産増減の部

正味財産
期末残高

当期増減額

当期純損益
資本金
及び

剰余金

備考資　産 負　債
事業活動収支の部 投資活動収支の部 財務活動収支の部

当期
収支差額

収益の内訳

正味財産
期末残高

当期増減額費　用
一般正味

財産
期首残高

費用の内訳

備考

費用の内訳

費　用

一般正味
財産

期末残高

当期
収支差額

資　産

一般正味
財産

期末残高
収　益

指定正味
財産

期首残高

指定正味
財産

期末残高

正味財産
期末残高

収　益

正味財産

費　用

収益の内訳 費用の内訳

指定正味財産増減の部

当期増減額
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●一般財団法人建設工学研究所 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

690,384 269,976 420,408 302,505 282,709 19,795 1,100 5,537 △4,436 - - - 15,359 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

303,303 - 303,303 286,005 243,675 29,325 13,005 17,298 403,110 420,408 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - - - 420,408 

●特定非営利活動法人神戸画像診断支援センター （単位：千円）

資　産 負　債 正味財産 当期収益合計 当期費用合計
 当期正味

財産増減額
備考

91,858 13,527 78,332 152,435 147,506 4,930 

●公益財団法人兼松貿易研究基金 （単位：千円）

事業活動
収入

事業活動
支出

事業活動
収支差額

投資活動
収入

投資活動
支出

投資活動
収支差額

財務活動
収入

財務活動
支出

財務活動
収支差額

107,588 - 107,588 - - - - - - - - - - （注1）

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

1,801 - 1,801 1,319 874 445 - 482 101,068 101,550 

受取
補助金等

その他の
収益

事業費 管理費
その他の

費用

- - - - - - - - 6,038 6,038 107,588 

（注1）当該関連公益法人等では「収支計算書」を作成していません。

（注2）当該関連公益法人等の決算時期との関係により、前事業年度の決算額を計上しています。

(3)特定関連会社及び関連会社株式並びに関連公益法人等の基本財産等の状況

ア 国立大学法人が保有する特定関連会社及び関連会社の株式について、所有株式数、取得価額及び貸借対照表計上額

特定関連会社 （単位：株、千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

200 10,000 10,000 - - 10,000 

イ 関連公益法人等の基本財産に対する出えん、拠出、寄附等の明細並びに関連公益法人の運営費、事業費等に充てるため当該事業年度において負担した会費、負担金等の明細

該当ありません。

(4)特定関連会社及び関連会社株式並びに関連公益法人等との取引の状況
ア 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：千円）

区分 科目 金額

- - -

債権 未収入金 72 

債務 未払金 712 

債権 未収入金 8 

債権 未収入金 1,274 

- - -

- - - 

- - -
公益財団法人
兼松貿易研究基金

収　益

一般財団法人
慈恵団

特定非営利活動法人
神戸画像診断支援センター

一般社団法人
神緑会

一般社団法人
神戸大学科学技術アントレプ
レナーシップ基金

一般正味財産増減の部

収　益
一般正味

財産
期末残高

銘柄 所有株式数 取得価額
貸借対照表計上額

株式会社
神戸大学イノベーション

正味財産
期末残高

当期増減額
一般正味

財産
期首残高

指定正味
財産

期首残高

指定正味
財産

期末残高

指定正味財産増減の部

費　用
費用の内訳

一般正味財産増減の部

費　用
収益の内訳 費用の内訳

当期増減額
収益の内訳

一般正味
財産

期末残高
収　益

法人名称

指定正味財産増減の部

正味財産
期末残高

収　益
収益の内訳 費用の内訳

備考正味財産資　産 負　債
事業活動収支の部

一般財団法人
建設工学研究所

当期
収支差額

財務活動収支の部

- -

費　用 当期増減額
指定正味

財産
期首残高

指定正味
財産

期末残高

株式会社
科学技術アントレプレナー
シップ

株式会社
神戸大学イノベーション

-

費　用 当期増減額
一般正味

財産
期首残高

収益の内訳 費用の内訳

投資活動収支の部

備考資　産 負　債
事業活動収支の部 投資活動収支の部 財務活動収支の部

当期
収支差額

正味財産
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イ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債務保証の明細
該当ありません。

ウ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の事業収入の金額とこれらのうち当法人の発注等に係る金額及びその割合
（単位：千円）

金額 割合(%) 金額 割合(%) 金額 割合(%)

0 - - - - - - - - 

21,059 - - - - - - - - 

148,015 141,487 95.59% - - - - 111,000 78.45%

29,485 - - - - - - - - （注1）

1,561,128 283 0.02% - - - - - - 

303,303 - - - - - - - - 

152,435 - - - - - - - - 

1,801 - - - - - - - - 

（注1）当該関連公益法人等の決算時期との関係により、前事業年度の決算額を計上しています。

公益財団法人
兼松貿易研究基金

法人名称 事業収入

一般社団法人
神緑会

一般社団法人
神戸大学科学技術アントレプ
レナーシップ基金

特定非営利活動法人
神戸画像診断支援センター

株式会社
科学技術アントレプレナー
シップ

一般財団法人
建設工学研究所

一般財団法人
慈恵団

株式会社
神戸大学イノベーション

競争契約、企画競争・公募及び競争性のない随意契約の
金額並びにその割合

備考
左記のうち、
当法人の発

注額
割合(%)

競争契約 企画競争・公募 随意契約
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